
特 別 調 査特 別 調 査

1.　調査対象期間　令和4年10月～令和5年3月

2.　調査対象先　大信にお取引がある、東京都内の中小企業・小規模事業者

3.　調査方法　営業店調査員による面接聴き取り

4.　調査回答企業　主に当組合の貸出先約13,000先のうち3,285社・者

令和5年7月

1エネルギー価格・原材料・仕入価格の上昇への対策

（1）どのような対策をしている・検討しているか
（1. で「対策をしている」・「対策を検討している」に回答された方）

調査要領

対策を検討している
42.5%

対策をしている
27.2%

その他・未記入
1.0%

対策をしていない
16.7%

対策をする必要がない
7.4%

対策をどうすれば
良いかわからない
5.2%

販売価格に転嫁

経費削減

仕入価格（仕入先）の見直し

その他・未記入

31.8%

26.0%

11.4%

30.8%

（2）対策をしてない・どうすれば良いかわからない理由
（1. で「対策をしていない」・「対策をどうすればいいかわからない」・「対策をする必要がない」に回答された方）

影響がなく対策をする必要がない

販売価格に転嫁したことによる顧客離れの懸念

コストが増加傾向にある中、どのタイミングで対策をすれば良いかわからない

販売先や発注先が交渉に応じてもらえない

その他・未記入

11.4%

9.7%

6.1%

1.0%

71.8%



見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

エネルギー価格・原材料・仕入価格の上昇加速

コロナの感染再拡大

インフレの加速

ロシア・ウクライナを含む海外情勢の緊迫化

労務費の高騰

取引先の廃業等による売上の減少

コロナ関連融資の返済

その他

合　計

2,076
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74
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3,285
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530
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176

3,285
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541

523

692

289

258

258

481
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1 番目 2番目
件　　数内　　容 3番目

人材不足・人件費上昇への対応状況

（1）従業員等の人材状況
3

〒105-8610 東京都港区東新橋 2-6-10　　TEL 03 (3436) 0126
（担当部署　営業推進部）

充足されている
53.0%

その他・未記入
2.2%

不足している
23.7%

従業員の多寡は関係ない
21.1%

（2）賃上げ実施状況

未定
45.4%

実施検討中
26.2%

その他・未記入
1.6%

実施しない
20.6%

実施している
6.2%

2令和５年の事業環境から経営に対する懸念事項


